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アジア経済法令ニュース No.21-48 

 添付法令資料 1： 韓国海洋生態系の保全及び管理に関する法律（目次） 

 添付法令資料 2： 中国証券取引所管理弁法（目次） 

 添付法令資料 3： 電力網に届きにくい地域のコミュニティのための充電ステーション 

  及び配電設備の供給に関する2021年7月15日付インドネシア共和国 

  エネルギー鉱物資源大臣規則 No.22（目次） 

 添付法令資料 4： 国内市場における私募社債の募集及び取引並びに国際市場への 

  社債の募集に関して定めるベトナム政府の議定（目次） 

                    弁護士法人 瓜生･糸賀法律事務所 

                             2021 年 11 月 26 日（金） 

 

第 1 日本国 主要新法令及び改正法令 

1 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律第四十

三条第一項の規定に基づき、農林水産大臣の指定する医薬品を定める等の件の

一部を改正する件（農林水産省告示第 1994 号） 

21.11.22 公布／同日施行 

2 電子署名及び認証業務に関する法律第四条第一項に規定する特定認証業務の

認定に関する件（デジタル庁及び法務省告示第 1 号） 

21.11.24 公布 

3 著作権法第二条第一項第九号の七イに規定する文化庁長官が定める期間を定

める件（文化庁告示第 85 号） 

21.11.24 公布／22.01.01 施行 

4 著作権法第九十三条の三第一項、第九十四条の三第一項及び第九十六条の三

第一項に規定する円滑な許諾のために必要な情報であって文化庁長官が定め

るもの及び文化庁長官が定める方法を定める件（文化庁告示第 86 号） 

21.11.24 公布／22.01.01 施行 

 

第２-1 中国 主要新法令及び改正法令 

1 关于印发《按照传统既是食品又是中药材的物质目录管理规定》的通知 

21.11.10 公布 国家衛生健康委員会 国衛食品発[2021]36 号／同日施行 

2 关于印发《食品安全风险监测管理规定》的通知 

21.11.04 公布 国家衛生健康委員会 国衛食品発[2021]35 号／同日施行 

3 关于印发《食品安全风险评估管理规定》的通知 

21.11.04 公布 国家衛生健康委員会 国衛食品発[2021]34 号／同日施行 

4 最高人民法院办公厅关于印发《人民法院办理执行案件“十个必须”》的通知 

21.11.11 公布 最高人民法院弁公庁 法弁発[2021]7 号 

5 自然资源部关于规范临时用地管理的通知 
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21.11.04 公布 自然資源部 自然資規[2021]2 号／同日施行 

6 专利权质押登记办法 

21.11.15 公布 国家知的財産権局公告第 461 号／同日施行 

7 国务院反垄断委员会关于原料药领域的反垄断指南 

21.11.15 公布 国務院反独占委員会 国反垄発[2021]3 号／同日施行 

8 市场监管总局关于印发《企业境外反垄断合规指引》的通知 

21.11.15 公布 国家市場監督管理総局 

9 国务院关于同意在中国（上海）自由贸易试验区临港新片区暂时调整实施有关

行政法规规定的批复 

21.11.09 公布 国務院 国函[2021]115 号 

10 关于进一步加强娱乐明星网上信息规范相关工作的通知 

21.10.26 公布 国家インターネット情報弁公室 

 

第 2-2 中国会計・税務法令 

1 国家税务总局关于纳税信用评价与修复有关事项的公告 

21.11.15 公布 国家税務総局公告 2021 年第 31 号／22.01.01 施行 

 

第 2-3 中国金融（Banking, Securities & Insurance）法令 

1 中国银保监会办公厅关于保险资金投资公开募集基础设施证券投资基金有关事

项的通知 

21.11.10 公布 中国銀行保険監督管理委員会弁公庁 銀保監弁発[2021]120

号 

2 关于实施中央财政支持普惠金融发展示范区奖补政策的通知 

21.11.01 公布  財政部  人民銀行  中国銀行保険監督管理委員会  財金

[2021]96 号 

 

第 3 ロシア 

1 ロシア連邦の銀行における自然人の預金に係る保険に関するロシア連邦法律

第 16 条及び第 19 条への変更の導入に関する 2021 年 7 月 2 日付ロシア連邦法

律 No.326-FZ 

2 消費者クレジット（ローン）に関するロシア連邦法律第 7 条への変更の導入

に関する 2021 年 7 月 2 日付ロシア連邦法律 No.328-FZ 

公布の日から 180 日経過後に施行 

3 その余の最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 4 ベトナム 

1 国際条約の発効に関する通知（訳注：Memorandum of Understanding among 

the Governments of the Participating Member States of the Association of 

the South East Asian Nations (ASEAN) on the Second Pilot Project for the 
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Implementation of a Regional Self-Certification System の発効に関する通

知） 

外務省の 2021 年 9 月 20 日付第 25/2021/TB-LPQT 号通知 

2 租税管理法の若干の条項及び租税管理法の若干の条項の細則を定める政府の

2020 年 10 月 19 日付第 126/2020/NĐ-CP 号議定の施行を指導する通知 

財政省の 2021 年 9 月 29 日付第 80/2021/TT-BTC 号議定／22.01.01 施行 

3 国際条約の発効に関する通知（訳注：Agreement between The Government 

Of The Socialist Republic Of Viet Nam and The Government Of The 

Kingdom Of Denmark regarding development cooperation on energy 

partnership programme between Viet Nam and Denmark 2020 – 2025 の発

効に関する通知） 

外務省の 2021 年 11 月 3 日付第 29/2021/TB-LPQT 号通知 

4 国際条約の発効に関する通知（訳注：ASEAN Trade in Services Agreement 

(ATISA)の発効に関する通知） 

外務省の 2021 年 11 月 3 日付第 30/2021/TB-LPQT 号通知 

5 強制的な火災及び爆発保険に関して定める政府の 2018 年 2 月 23 日付第

23/2018/NĐ-CP 号議定の若干の条項を修正し、又は補充する議定 

政府の 2021 年 11 月 8 日付第 97/2021/NĐ-CP 号議定／21.12.23 施行 

 

第 5 韓国 

1 加盟事業取引の公正化に関する法律施行令一部改正令 

21.11.19 公布 大統領令第 32133 号／同日施行 

2 勤労基準法施行令一部改正令 

21.11.19 公布 大統領令第 32130 号／同日施行 

3 男女雇用平等及び仕事・家庭両立支援に関する法律施行令一部改正令 

21.11.19 公布 大統領令第 32131 号／同日施行 

4 産業安全保健法施行令一部改正令 

21.11.19 公布 大統領令第 32132 号／同日施行 

5 動産文化財保存処理に関する規定 

21.11.19 公布 大統領令第 32135 号／同日施行 

6 必須業務指定及び従事者保護・支援に関する法律施行令 

21.11.19 公布 大統領令第 32129 号／同日施行 

7 化学物質管理法施行令一部改正令 

21.11.19 公布 大統領令第 32128 号／同日施行 

8 医薬品等の製造業及び輸入者の施設基準令施行規則一部改正令 

21.11.19 公布 総理令第 1752 号／同日施行 

9 税務士法一部改正法 

21.11.23 公布 法律第 18521 号／同日施行 

10 資源の節約及び再活用促進に関する法律施行令一部改正令 

21.11.23 公布 大統領令第 32148 号／22.06.10 施行 

 

第 6 台湾 
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掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 7 シンガポール 

1 Copyright Act 2021 - Copyright Regulations 2021 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 19 

Nov 2021 and come into operation on 21 Nov 2021; No.S882/2021 

2 COVID-19 (Temporary Measures) Act 2020 - COVID-19 (Temporary 

Measures) (Business Events — Control Order) (Amendment No. 9) 

Regulations 2021 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 21 

Nov 2021 and come into operation on 22 Nov 2021; No.S892/2021 

 

第 8 タイ 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 9 インドネシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 10 フィリピン 

1 INTER-AGENCY TASK FORCE FOR THE MANAGEMENT OF 

EMERGING INFECTIOUS DISEASE 

  RESOLUTION NO. 148-G 

  RECOMMENDATIONS RELATIVE TO THE MANAGEMENT OF THE 

CORONAVIRUS DISEASE 2019 (COVID-19) SITUATION 

21.11.16 付 

2 INTER-AGENCY TASK FORCE FOR THE MANAGEMENT OF 

EMERGING INFECTIOUS DISEASE 

  RESOLUTION NO. 149 

  RECOMMENDATIONS RELATIVE TO THE MANAGEMENT OF THE 

CORONAVIRUS DISEASE 2019 (COVID-19) SITUATION 

21.11.18 付 

3 INTER-AGENCY TASK FORCE FOR THE MANAGEMENT OF 

EMERGING INFECTIOUS DISEASE 

  RESOLUTION NO. 149-A 

  RECOMMENDATIONS RELATIVE TO THE MANAGEMENT OF THE 

CORONAVIRUS DISEASE 2019 (COVID-19) SITUATION 

21.11.18 付 

4 INTER-AGENCY TASK FORCE FOR THE MANAGEMENT OF 

EMERGING INFECTIOUS DISEASE 
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  GUIDELINES ON THE NATIONWIDE IMPLEMENTATION OF ALERT 

LEVEL SYSTEM FOR COVID-19 RESPONSE AS OF NOVEMBER 18, 

2021 

21.11.18 付 

5 DEPARTMENT OF LABOR AND EMPLOYMENT 

  DEPARTMENT ORDER NO. 22, S. 2021 

  ENGAGEMENT OR PARTICIPATION OF A CHILD BELOW 15 YEARS 

OF AGE IN PUBLIC ENTERTAINMENT OR INFORMATION DURING 

THE IMPLEMENTATION OF ALERT LEVELS SYSTEM FOR COVID-19 

RESPONSE 

21.11.18 付 

6 INTER-AGENCY TASK FORCE FOR THE MANAGEMENT OF 

EMERGING INFECTIOUS DISEASE 

  RESOLUTION NO. 149-C 

  RECOMMENDATIONS RELATIVE TO THE MANAGEMENT OF THE 

CORONAVIRUS DISEASE 2019 (COVID-19) SITUATION 

21.11.20 付 

7 OFFICE OF THE PRESIDENT 

  MEMORANDUM ORDER NO. 57, S. 2021 

  DIRECTING THE SUBMISSION OF A CITIZEN’S CHARTER AND 

COMPLIANCE WITH THE AUTOMATION OF BUSINESS PERMITTING 

AND LICENSING SYSTEM 

21.11.22 付／全国流通新聞において公布された日から直ちに施行 

8 DEPARTMENT OF LABOR AND EMPLOYMENT 

  DEPARTMENT ORDER NO. 230-21 

  GUIDELINES ON SUPPORT FOR WORKERS IN THE INFORMAL 

ECONOMY UNDER REPUBLIC ACT NO. 11313 OTHERWISE KNOWN 

AS THE SAFE SPACES ACT AND ITS IRR 

21.11.22付／フィリピン大学へ提出して全国流通新聞において公布された

日から直ちに施行 

9 DEPARTMENT OF TRADE AND INDUSTRY 

  MEMORANDUM CIRCULAR NO. 21-41, S. 2021 

  MINIMUM PUBLIC HEALTH STANDARDS AND PROTOCOLS FOR 

FITNESS STUDIOS, GYMS AND VENUES FOR NON-CONTACT 

EXERCISE AND SPORTS 

21.11.22 付／全国流通新聞において公布された日から 15 日後に施行 

 

第 11 インド 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 12 モンゴル 

掲載すべき法令は、ありません。 
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第 13 カザフスタン 

1 マネーローンダリング及びテロリズムへの資金供与との闘争問題に係るいく

つかのカザフスタン共和国法令への変更及び追加の導入に関するカザフスタ

ン共和国法律 

2021 年 11 月 18 日付 No.73-VII ZRK／一部を除き、公布の日から 60 暦日

の経過後に施行 

 

第 14 ウズベキスタン 

1 ウズベキスタン共和国の電気通信インフラストラクチャの更なる開発に係る

措置に関するウズベキスタン共和国内閣決定 

2021 年 11 月 19 日付 No.699／同月 20 日施行 

2 仮想通貨取引所の業務のライセンシング手続に係る規程の付属書第 1a 号へ

の変更及び追加の導入に関するウズベキスタン共和国大統領府附属プロジェ

クト管理国家当局長官の命令 

2021 年 11 月 11 日付 No.34 同月 22 日法務省登録 No.3127-6／同日施行 

3 保険業に関するウズベキスタン共和国法律 

2021 年 11 月 23 日付 No.ZRU-730／2022 年 2 月 25 日から施行 

4 電子商取引の管理の改善及びその更なる発展のための有利な条件の創設に関

するウズベキスタン共和国大統領決定 

2021 年 11 月 17 日付 No.PP-14／同日施行 

 

第 15 トルコ 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 16 メキシコ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 17 ミャンマー 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 18 添付法令資料 

   1 韓国海洋生態系の保全及び管理に関する法律（目次） 

   2 中国証券取引所管理弁法（目次） 

   3 電力網に届きにくい地域のコミュニティのための充電ステーション及び配
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電設備の供給に関する 2021年 7月 15日付インドネシア共和国エネルギー鉱物

資源大臣規則 No.22（目次） 

   4 国内市場における私募社債の募集及び取引並びに国際市場への社債の募集

に関して定めるベトナム政府の議定（目次） 

 

【アジア経済法令ニュース編集メンバー】 

糸賀 了   弁護士 最高顧問パートナー 

瓜生 健太郎 弁護士 マネージングパートナー 

 

宍戸 一樹  弁護士：インドネシア・マレーシア・台湾・韓国・ロシア法令担当 

 兼ラテン‐アメリカデスク主任 

穴田 功   弁護士 日本国及びニューヨーク州：タイ・香港・シンガポール・ 

インド・南アフリカ法令担当 

谷本 規   弁護士：香港・越南・フィリピン・インドネシア法令担当 

金田 繁   弁護士：インドネシア法令担当 

須永 了   弁護士：インドネシア・マレーシア・タイ法令担当 

広瀬 元康  弁護士 日本国及びフランス国：メキシコ・ブラジル・インド・バン

グラデシュ法令担当兼ヨーロッパ・アフリカ・中東デスク主

任 

森 啓太   弁護士 日本国及びニューヨーク州：租税・独占禁止・知的財産・越

南・韓国・インドネシア法令担当 

谷添 学   弁護士 日本国及びニューヨーク州：インド・パキスタン・バングラ 

デシュ・スリランカ・南アフリカ・インドネシア法令担当 

熊代 なつみ 弁護士：インドネシア法令担当 

卜部 晃史  弁護士：インドネシア法令担当 

野島 未華子 弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

吉川 景司  弁護士：知的財産・韓国・モンゴル・インドネシア法令担当 

千葉 香苗  弁護士：越南法令担当 

塚本 聡   弁護士：インドネシア法令担当 

上村 遥奈  弁護士：インドネシア法令担当 

大牟田 啓  弁護士・公認会計士：財務・会計・税務・韓国法令担当兼モンゴルデ

スク主任 
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梶間 茂樹  弁護士：シンガポール・インドネシア法令担当 

永井 万紀子 弁護士：インドネシア法令担当 

正木 湧士  弁護士・弁理士：日本法令担当 

萩原 亮太  弁護士：ベトナム法令担当 

山本 大介  弁護士：シンガポール法令担当 

山田 重嗣  公認会計士・税理士：財務・会計・税務法令担当 

穂積 比呂子 税理士：租税法担当 

山本 志織  パラリーガル：インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカ・ 

南アフリカ・ブラジル法令担当 

ジュロフ ロマン  外国法研究員（ロシア連邦弁護士） 

：ロシア・ウクライナ・ベラルーシ法令担当 

ヤラシェフ ノディルベック  外国法研究員（ウズベキスタン共和国弁護士） 

：ウズベキスタン・カザフスタン・トルコ・ロシア法令担当 

リッキ・A・サボナイ  外国法研究員（フィリピン共和国弁護士） 

：フィリピン法令担当 

吉岡 京   パラリーガル：越南法令担当 

為川 千草  パラリーガル：韓国・インド法令担当 

 

関連ベトナム法人 

  UIVN CO.,LTD 

 

提携先中国律師事務所 

  上海堅海律師事務所  

 

（追記） 

 1 中国の主要法令の日本語訳文は、アジア経済法令速報（年 24 回発行）を通じて

有償にて提供しております。 

 


